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終章調査報告のまとめ

小内透

北海道大学大学院教育学研究院教授

北海道大学アイヌ・先住民研究センター兼務教員

本報告書では、アイヌの人々の生活実態と意識に関して、量的調査の結果にもとづいて検討して

きた。そこで、明らかになったことを簡単にまとめるとともに、今後深めるべき論点を提示するこ

とにより、調査報告のまとめとする。

第1節 調査対象者の特性と血統・民族意識

第1章で、調査対象者の特'性について検討した結果、 2006年に行われた「北海道アイヌ生活実態

調査」の結果とほぼ同様に、胆振支庁、日高支庁、石狩支庁に居住する調査対象者が全体の約7割

を占めており、これらの地域にアイヌの人々が数多く住んでいることが改めて確認できた。

世帯の家族人数に関しては、北海道調査(平成18年)と同様の傾向を示したが、国勢調査(平成

17年)にもとづく北海道の状況とは、 1人世帯が少ない点、 5人以上の世帯が多い点で、やや異なっ

ていた。

世帯票における年代別の人数は、 50歳代がもっとも多く、平均年齢は41.5歳で、北海道調査(平

成18年)、国勢調査(平成17年)の平均年齢より若干若くなっていた。

男女比は、世帯票・個人票ともにほぼ半々であり、性別による偏りは見られなかった。出生地は

道内が9割を占めていたが、現在、居住者が多い札幌市は少なかった。札幌市全体の人口増加は、

産業構造の再編などにより、道内の各地から人口が流入することによってもたらされたものである。

その動きに、アイヌの人々も貢献していることがうかがわれた。

ところで、アイヌの居住地にかかわって、北海道人口とアイヌの人々の支庁別分布の違いをもと

に、石狩・上川の2支庁に居住する「一般日本人」と日高と胆振の2支庁に居住するアイヌの人々

との聞に「明白な住み分け現象が起こりつつj あるとする見解がある(松本 2001:150)。たしかに、

本調査でも、北海道人口が少ない胆振や日高に多くのアイヌの人々が居住していることが確認でき

た。しかし、他方で、出生地と現住地が異なり、北海道人口全体と同様にアイヌの人々も札幌に転

入する動きが見られた。また、アイヌの人々が多く住む地域においても、アイヌではない人々も数

多く居住している。これらの点を考えると、住み分けが起こりつつあるという評価は誇張しすぎで

ある。住み分けの議論をするのであれば、むしろアイヌの人々が数多く居住する地域社会を始めと

した具体的な地域社会において、アイヌではない人々との聞にどのような社会関係・社会的交流が

展開されているかを明らかにすることが必要である。

第2章では、血統と民族意識について検討した。

血統については、従来いわれている通り、和人との「混血jが進んでいることがわかった。両親

ともアイヌ民族の血筋にある者は2割をきるまでになっている。しかも、「混血」は本人の世代だ

けでなく、親や祖父母の世代でも少なからず存在したことが確認できた1)。
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もちろん、世代によって「混血Jが進む形態や意味は異なると思われる o r混血j化には少なく

とも和人との在接的な結婚による場合と和人 f養子j を通じた場合が考えられる。和人との結婚は

時代が下るに従って多くなってきたと恩われるが、和人の「養子jはかな号以前から存在したとい

われる。

実際、和人の「養子Jは少なくとも明治20年代以降、多く見られたとし、 f混血j化{生物学的

関化)を一つの動機としていたとする考え方がある(馬場 1972)0 r養下Jとなった和人l土、アイ

ヌの子として育てられ、アイヌの巣性と結婚することになるからである。だが、この考え方とは異

な明、アイヌの今人たちの間では、もともと、相互扶助的な思想に基づいた民族内での f養子Jの慣

行があり、その延長線上で、明治以降の北海道開拓により入植した和人の困鶏を背景として育てら

れなくなった子ども〔捨て子を含む)や和人男性との聞にできた私生児を f養子Jとして受け入れ

たとの見方を示す者もいる{藤田 1996)。この見解によると、「混血J化を動機として和人の『養

子J受け入れが行われたのではなく、和人の「養子Jを通じて、結果的に f混血J化が進んだという

理解になる@

いずれにしても、「浪曲1J化は明治以降長い年月をかけて、進展してきた現象である母今回の調

奈結果はその一端を示したものであ哲、よ明詳細な実態を明らかにすることは、今後の研究上の課

題となる。

一方、民族意識については、 fアイヌ民族であることを常に意識しているJ者は全体の1割程度

しかおらず、半数近くはふだん「まったく意識Jしていなかった。「今後、アイヌ民族として積極

的託生活したい」という者も 2舗をきっていた。こうしたアイヌの民族性に関する「無意識化』の

傾向は、とりわけ30歳未満の若い世代に強く見られた。

ただし、この「無意識化Jは必ずしも、アイヌ民族であることを隠そうとする消極的な意識の表

れとしてのみ把握することはできなかった。むしろ、「民族』という区別自体への懐疑や、自らを

地球人として佼置づけよ号とする積極的な意識の表れである可能性も感じさせられた。

とれらの結果から、若い世代における民族意識の希薄化が今後も進展するかどうかは、判断が難

しいところである。民族意識は社会的に構成されるものだからである。現在は、かつてと異なり、

アイヌの人々にとって自らの民族性を表明したり、誇哲にした容できる状況が生み出されつつある。

包会で首相がアイヌ民族は先住民族であると明確に語るようになったし、アイヌの人々に対する様々

な支援策が模索されるようになっている。民族意識のt世代的継承に関する今後の取哲級みが、大舎

な影響を及ぼすととも事実である。そのため、若い世代においても、民族意識が覚醒され、再構築

される可能性も否定できないe

さらに、今回の調査では、かつての世代の人たちが皆、同じよ与な民族意識をもっていたとする

結果も示すことができなかった。むしろ、かつての世代の人たちであっても、民族意識は多様であ

ることを予測させる結果であった。

ちなみに、今回、調資に対する意見や感想を自由に書いていただく欄を設けたところ、実に多様

な意見・感想が寄せられた。それらを見ると、民族意識を含め、アイヌの人たちの中に実に多様な

考え方があることがわかる。そのうち、民族意識に関わるものだけをあげると、もっとも自につい

たのが、 A般のアイヌの人々と社会運動を推進する者の聞に大きな意識の差があることを強鵡した

意見であった。その中には、運動の進め方や運動会進める人たちに対する違和感や批判iを表明した
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ものも少なくなかった。また、自分は、アイヌと思って生きてきたことはまったくなかったとの意

見も多かった。逆に、和人にいじめられアイヌとしての民族意識を否応なく刻印されてきたことを

切々と訴えるjJも数多く見られた。かと恩えば、殺1人からではなくアイヌの人々の関でいじめを体

験し複雑な感情を吐露する訴えも少なくなかった。なかには、本人はアイヌではなく包配偶者がア

イヌの方で、アイヌの人々の考え方に共鳴してアイヌ文化を積緩約に学ぼうとする人もいた。

すでに、{民族)意識的なアイヌと(民族)意識的でないアイヌ、(商売としての)アイヌ観光に

批判的なアイヌと批判的でないアイヌという 2つの馳でアイヌの人々の多様性を図式化しようとす

る試みはあった(伊藤 19語的。しかし、今阿の意見や感想を見ると、アイヌの人々の民族意識には

より複雑な構造があることが浮かび上がる剖 o

こうした民族窓織の多様性は、アイヌ民族に対する行政摘策、アイヌ以外の人たちとの関係位、

アイヌ民族としての社会運動の進め方等を背景iとして生み出されていると恩われる。この点をふま

えると、今後、民族意識の多様性の内容や変化、そしてその背景についてより詳締に検討すること

が課題になるといえる。

第2節労働・社会保障と教育および健康

第3宝震と第4重量で、労働・収入と社会保障について検討した。

今回の語審査では、アイヌの人々の就業形態は、常時援用者、パート・アルバイト、自営業主、家

族従業員の比率が高かった。しかし、北海道と比べると、常時雇用者の比率は低く、不安定な就業

形態であるパート・アルパイト、家族従業員の比率が高かった.職種に闘しては、農林水産的職業、

技能・主主藤工程従事者、サービス的職業の比率が高〈、従業員規模で見ると、零細規模の事業所に

勤めている者が多かった。従業員規模10人未満の零細事業所に勤めている者の割合は、北海道全体

で26.2%であるのに対し、アイヌの人々の場合、実に45.9%にのぼっていた。

こうした、就業形態、機種、従業員規模が組み合わさった結果、 f間人収入が低くならざるをえな

かった。常時雇用者であっても企業規模が小さければ収入が少なしたとえ従業員規模が1，000人

以上と大きくても不安定な非正規雇用であれば、高い収入が見込めないからである。それが世帯年

収の低さにもつなが層、個人収入と世帯年収は全道左比べ格段に低かった。世帯年収は全道平均が

440五万円であるのに対し、アイヌの人々は369.2万円にしかすぎなかった。

生活保護の被保護率も全道と比較して、格段に高かった。全道が3.9%であるのに対し、アイヌ

世帯では5.2%に達していたむこの数値は、 2006年に実施された北海道アイヌ生活実態調査の結果

(3.8%)を濃かにしのいでいた。と哲わけ、経済的に厳しい状況におかれていたのは、女性が世帯

主の場合である。こうしたケースでは、 20%が被生活保護世帯になっている。また、地域別に見る

と、十勝管内に被生活保護世帯が多く見られた。

これらの点をふまえると、これまで北海道が展開してき学た「北海道ウタ9;福校対策j および「ア

イヌの人たちの生活向上に関する推進方策JIともとづいた教育園生活支援策は、北海道全体との生

清水準の格差を十分壊めるほどの効果をもたらしていないといわざるをえない。こうした現実は、

これほどの生活水準の格差がなぜ維持されてきたのか、そのメカニズムを本格的に検討する必要性

を浮かび上がらせている。本格的な検討がなければ、アイヌの人々の生活改善の見通しがえられな

いだけでなく、効果がはっきちしない行政施策がくりかえされるだけになるからである。
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第5主撃では、教育について検討したe

アイヌの人々の学歴については、アイヌ以外の日本人との間に圧倒的な格差が見られた。年齢が

下るに従って学歴はあがっているが、アイヌ以外のH本人との格差は解消されていない。 30歳未満

であっても、大572を経験している者は20.2%にとどまっている。全国的には2005年に大学進学墨容が

50%安超えていることを考えると、その格差の大きさが浮き彫りになる。高校や大学における中退

者の多さも自についた3)。その背景に、家庭の経済的な厳しさがあった也事案、よ哲上f立の学校

への進学を断念した理由として、経済的なものをあげるケースがほとんどであった.

学歴は本人の平均年収に大きな影響を与える。それは、アイヌ民族であろうとなかろうと、共通

の現実である。アイヌの人々の学歴の低さがすでに見た倒人収入や世帯収入の低さをもたらす重要

な要因のひとつになっていたと考えられる。したがって、経済的に貧困な家庭環境が高学燃を獲得

する上で不利な条件となり、獲得された学歴の低さに規定されて、本人の経済的な状況も低い水準

になる。とれが世代的に繰り返され、貧困と低学歴が再生産される傾向が、存在しているといわざ

るをえない。そこでは、ょpよい教育を受けるための条件を補償することにより、こうした悪循環

を断ち切る方策が必要になろう。

ただし、学膝格差や教育格差の問題は、アイヌ以外の日本人の間でも学療の階層間格差の問題と

して取り上げられている。その原閣については、経済的な重要因とともに文化的な要閣や教育や学歴

に対する意識の要因も指摘されている(小内 2005:174-94)。との点をふまえると、アイヌの人々

の学歴問題・教育問題を考える場合にも、よ事多角的な検討が求められる@

その際、同和地区の子どもたちの学歴問題・教育問題をめぐる議論(小内編著 2009:80-1) と

同様に、アイヌの人々の学療問題・教育問題が一般に議論されている階層間格援の問題に解消され

るのか、それともアイヌの人々固有の要因があるのか、が一つの重要な論点となる。

第6主主では、健康のリスク要因について検討した。

今回の調査では、アイヌの人々のなかで喫煙、飲:酒、ギャンプノレに習慣的に綴しむ比率は一般的

な国民調査や道内の調査と比較しても高いという結果が明らかになった。

諸外国では、先住民の人々の聞でアルコール依存症やギャンプル依存症が多いことが指摘されて

いる叫。今回の調査では、依存症の有無や喫煙、飲酒、ギャンブルに親しむ比率の高さが何iζ向

来しているのかについて調べることはしなかったが、健康のために気をつけなければならない現状

にあることは磯認できた也

なお、本調査への感怒として、『かつてアイヌは箔におぼれ、我子の教育や家庭の生活、そして、

社会人としての賛任感など、自覚が悔しいかな実におろそかだった。そうした過去が現在もなお民

族復権のブレーキになっている』としてアイヌ民族として大量の飲酒を慎むべきとの意見もあった

ことを付け加えておく引。

他方で、健康管理のひとつとして重要な健康診断の受診率を見ると、全体的には全国と比較して

も大差はなかったむしかし、一郊の地域(上)11.宗谷量網走地域}で、喫燦や飲酒が少ない方では

なかったにもかかわらず、健康診断の受診惑が低い状況が確認できた。これらの地域では、健康状

態をチ:::r.';Iタする必要が高いといえる。
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第3節社会意識・宗教意識と政策要議

第7章では、アイヌの人々の社会意識について、『成功jの要因と不公平感に関する 2つの側面

から検討した。

アイヌの人々の社会意識を概観すると、アイヌ以外の人々となんら変わらない部分とアイヌゆえ

に強いられた部分というふたつの蕗が認められた。

社会で成功するための要閣について、アイヌ以外の日本人と同様、努カと才能と考える者が多く、

アイヌであることによって規定される家柄や親の地位をあげる者は少なかった。しかも、社会的な

安定を得ている人と不安定な状況にある人では異なる傾向が見られ、前者は向分肖身の才能や努カ

によって成功が獲得できると考え、後者は成功が家柄や親の地位、さらには学歴に起因していると

考えていた。

他方で、不公平の存在を尋ねると、学歴や所得・資産といった各種の資本の格差にもとづく不公

平感が強かったものの、人種・民族による不公平感も根深いことがわかった。また、女性、不安定

な就業状況にある人々、世帯年収の少ない人々、中高年世代の人々において不公平感が強かった。

このように、人種・民族による不公平感以外には、アイヌ民族の国有性は見いだしにくくなって

お明、すでに述べた民族意識の希薄化や多様化と同様な現象が成功観や不公平感にも見いだすこと

ができた。しかし、アイヌの人々に回有の人種・民族による不公平感は、それ以外の社会意識の基

騎になっていると考えるとともできる。そうであれば、それこそが社会意識に見られるアイヌの固

有性としてみなすこともできる。それゆえ、今後、人種・民族による不公平感とそれ以外の社会意

識の関連をよ事深く検討していくことが重要な意義をもっといえる。

第8宝撃では、宗教意識と文化伝承の課題について検討した。

その結果、家の宗教(宗旨)として仏教をあげた人が最も多く、それに次いで、特定の信仰を持

たない人たちが多いことがわかった。両者をあわせて全体の8割に達していた。また、新興宗教で

は、創価学会に加入している者がもっとも多かった。これらの点から見て、アイヌの人々の宗教意

識は日本全体の状況と似通っているといってよい。

アイヌ民族の伝統的な宗教観・宗教儀礼に関しては、実践の度合いも過去の出来事としての語審査u

も低く、先住民族であるからといって、伝統的民族文化・宗教文化をそのままの形で保持している

わけではなかった。伝統文化を学び直している者や学ぶ意欲を持っている者も、多数派とはいいが

たかった。しかし、「自然との共生Jにアイヌプリ(アイヌ民族らしさ}を見いだす見解が共通に

見られ、との点に伝統文化のエスプリがかいまみえたα

ただし、今回の調査で諮られたアイヌプ習が、どのように形成されてきたのかについては、必ず

しも明らかにできない。日常生活を通じて身につけたのか、アイヌのコミュニティによる意識的な

教育によって獲得されたのか、それとも様々なメディアを通じて形成されたのか、これらの点は、

今後解明すべき課題となる。

第由章では、北海道におけるアイヌ政策の推移とアイヌ民族による毅策要望を概観した後に、調

査結果の特徴をまとめた。

調査結果から要望の強い政策として、「学カ向上の支援の拡充Jr差別のない人権尊重の社会の実

現Jr雇用対策の拡充Jrアイヌ諮・アイヌ文化の学校教育への導入Jなどがあげられた。これらの

項腎は、アイヌ民族の組織的な政策要望においてもつねに h伎会占めているものであ号、一般のア
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イヌの人たちにおいても共通の要望であるととが理解できた。

質問項e，rは、土地や伝統的漁法など、かつてアイヌ民族が奪い取られた様々な権利の回復に関
わる褒求を提示しておいた。にもかかわらず、これらに関する重要求を支持する者は意外なほど少な

かった。これは、一方では、歴史的な問題に関する意識が弱ま層、民族意識の弱化とあいまった結

果であると思われる。だが他方で、現実に直面する生活の筈しさを解消することがもっとも大きな

関心事となっているため、それと直接結びつかない須自には関心がょせられなかった可能性もあるa

社会的な機運が高まっているアイヌ民族に対する支援策を具体化するにあたって、これらの点につ

いて、より慎重に検討していかなければならないであろう。

おわりに

以上、本調査を還して、様々な点があきらかになったa これまであまり注目されていなかったこ

ともあれば、すでに指摘されていた点を再確認する場合もあった。しかし、もっとも重要なことは、

現代に生きるアイヌの人々の生研現実や意識のあり方、また社会関係について深めるべき覇者点が数

多く浮かびあがったことである。

これらの論点は、アイヌの人々に対する支援策を考える上でE重要な意義をもっている。従来から

取り組まれている支援策を延長し、拡大するだけでは解決できない問題があることを示しているか

らである。問符tと、浮き彫りになった様々な論点は研究上の課題につながるものでもある。そのた

め、今後の研究を発展させる上で、これらの論点を大切にする必要があるa~
その意味で、現実の問題と研究上の課題に応えるために必要な多くの論点、を提示できたことが、

本調査の最大の成果であるといっても間違いない。この点を確認して、報告審のまとめとする。

設

1) 1自22(大了1'11)主1"11:/Ilされた北海道雄 f鐙土人に隠する調査」によれば、すでに1916(大jJ'5)年末の段階で、

18，821人1/)rアイヌJのうち f純血と認むるものj は13，557人 (72仰心、「混血と語審むるものJ4，55自人 (24，2%)， 

「和人種J714人 (3，8%)となっていた(北海道厩 1922:114-5)。

2)感想のなかには、 ri]~ 9協会的メンバ]だけを調べても本当の姿はわからないJ、「何度も調査の対象になって

いるが、それで自分の暮らしがよくなったためしはない、今度の務査もf可の役に立っか疑問だJ等、本部査への

批判もJi，られた。これらの批判や疑問については、今後四調査証研究にいかしていくつもりである。

3)大学進学惑の低さとともに高校や大学での中退率的高さについては、渡舎歩も指摘している{渡脅型自由7)。

4)たとえば、アメリカ・インディアンとカナダ先住民のアルコール数存症を扱ったもの〔訟i阻 1994)、アポリジ

ニ、マオ目、アメ 9:l1・インヂィアンのアルコーノレ問題者扱ったもの(お銭開3臨 dG祖.y1998)、アメロj).イン

ディアンのアルコール、 ドラッグ、ギャンブル依存症を扱ったもの (F開nch2000)などがあるa なお、従来の研

究では、アノレ口一ノ'V依存症などの背景として、生物学的聖書図、文化的聖書図、政治経済学的聖書凶などが指摘されて

いる(Sa絞酔開閉dG開y1998:68-88). 

5)アイヌ民族の大量飲酒の問題については、明治郊から指摘されていたことである。代表的な主張として北海道

師範学校教頭の岩谷英太郎のものがあげられる(小熊 1998:61-2)。

時)これらの論点を深めることをめざして、すでに200吉年11月に札幌rtiとむかわ町に居住するアイヌの人々を対象

にした面接による聞き取層調査を実施している。対象者は両地域合わせて114，人にのぼったa 今後、これらのデー

タの整理と分析を行い、結果を公表する予定与である。
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